
高木仁三郎市民科学基金

第21期(2022年度)国内枠助成 公開プレゼンテーション

2022 年 7 月 30 日(土) 水道橋・東京学院ビル 3 階教室＋Zoom によるハイブリッド開催

この公開プレゼンテーションは、高木基金の国内枠助成の最終選考の一環として開催するもので、

書類選考を通過した 14 件の応募について、調査研究のねらいや実施方法、期待される成果などを、

応募者のみなさんに発表していただきます。それぞれの発表は 15 分、質疑応答 10 分という限られ

た時間ではありますが、ご参加のみなさんからご質問やご意見をいただき、それらもふまえた上で、

終了後の高木基金の理事会にて、助成先・助成金額を決定いたします。

高木基金の公開プレゼンテーションは、発表・質疑応答が主眼ですが、応募者、高木基金の役員、

一般の参加者が一つの会場に集まり、一日がかりで議論をする中で、人と人とがつながり、交流を

深める機会としても役割を果たしてきました。

今回は、オンラインを併用しつつ、会場に人が集まり、交流できるようにと考えましたが、新型

コロナウイルスの感染再拡大により、会場での発表を断念し、オンラインに切り替えた方が複数お

られます。残念ではありますが、当面は感染防止を優先し、この状況を乗り越えていきたいと考え

ています。

なお、一般参加の方のご質問は、ウェビナーの「Ｑ＆Ａ」に書き込んでいただき、それを司会が

紹介するかたちですすめさせていただきます。ご不便をおかけいたしますが、ご容赦ください。

公開プレゼンテーションは、応募者のみなさんが取り組む社会課題について、一般のみなさんに

知らせる機会でもあります。発表を聞き、質疑応答に参加する中で、参加者のみなさんにとっても

有意義な場になることを期待しております。

高木仁三郎市民科学基金 事務局長

菅波 完

第 21 期(2022 年度)国内枠助成の応募状況と選考経過

応 募 枠 国内枠調査研究助成

助 成 予 算 600 万円

過去の助成実績

に 応 じ た 分 類

【一般】 高木基金にはじめて応募する／過去に

1 回、助成を受けた実績のある個人・グループ

【継続】 高木基金から 2 回以上の

助成を受けた実績のある個人・グループ

助成上限金額 100 万円 50 万円

応 募 状 況 18 件 応募総額 1,389 万円 8 件 応募総額 400 万円

書類選考通過 8 件 応募総額 589 万円 6 件 応募総額 300 万円

最 終 選 考
書類選考通過者を対象として公開プレゼンテーションを実施し、発表および質疑応答の

内容もふまえ、最終的に理事会で助成先・助成金額を決定します。

認定ＮＰＯ法人 高木仁三郎市民科学基金
〒160-0003 東京都新宿四谷本塩町 4-15 新井ビル 3 階

Tel & Fax 03-3358-7064

E-mail info@takagifund.org http://www.takagifund.org



発表
番号

グループ名・発表者名
※ 下線はオンラインでの発表

テーマ 応募金額 備考

10:00

1
原子力資料情報室
高野 聡さん

NUMOによる文献調査と対話の場の問題点とそれに抵抗する
寿都町を中心とした北海道民の住民運動に関する研究

50万円

2 西舘 崇さん
使用済核燃料の中間貯蔵施を巡るむつ市政20年の展開と
住民運動についての研究

47万円

3
あびらの自然を守る会
内藤 圭子さん

北海道庁が許可した産業廃棄物処分場計画の許可プロセス
の見直しと地域環境リスク評価に関する調査研究

50万円

4 山室 真澄さん 水道水のネオニコチノイド濃度の全国調査 100万円

12:10

5
福島老朽原発を考える会（フクロウの会）
青木 一政さん

福島原発事故による放射能汚染地域に住む住民の尿検査
による内部被ばく実態調査

50万円

6
たまあじさいの会
中西 四七生さん 古澤 省吾さん

田村バイオマス発電所の稼働開始による周辺への放射性
物質汚染の計測とその記録結果の拡散

50万円

7 千葉 茂樹さん
福島第一原発事故による放射性物質の汚染
－生活圏の汚染の調査と記録－

84万円

8
木質バイオマス発電チェック市民会議
川端 眞由美さん

長野県東信地域の放射能汚染木燃焼による環境汚染を
監視する

20万円

15:05

9
森里海を結ぶフォーラム
田中 克さん

絶滅危惧種ニホンウナギと共生する地域社会を拓く
水生生物調査

100万円

10
R.I.La
伊藤 教行さん ※

多摩川源流域におけるマイクロプラスチック汚染調査 88万円

11
いわき放射能市民測定室たらちね
鈴木 薫さん 木村亜衣さん

たらちね海洋調査 ～東京電力福島第一原発周辺海域に
おける海水のトリチウム濃度の測定と記録～ ②

50万円

16::40

12
JVC南スーダンチーム
今井 高樹さん 橋口 祐太さん

南スーダンの石油施設による汚染の住民影響調査 50万円

13
沖縄京都PFAS 研究グループ
徳田 安春さん

沖縄県の人々における血中の残留性有機汚染物質 (PFAS)
濃度とSARS-CoV2 ワクチン中和抗体価との負の関連

100万円

14
外環振動・低周波音調査会
上田 昌文さん

外環道大深度工事で発生した振動・騒音・低周波音による
被害の実態把握とそれへの対策に関する調査

50万円

18:20

※ 代表の尾崎美佐子さんに代わって、伊藤教行さんが発表します。

やむを得ない事情により、発表者や発表時間帯が変更になる場合もありますので、ご了承ください。

高木基金 第21期（2022年度）国内枠調査研究助成
公開プレゼンテーション プログラム

15:15
～

16:40

【開会・趣旨説明】

【 休 憩（10分）】

10:15
～

12:10

13:10
～

15:05

16:55
～

18:20

【 休 憩（15分）】

【事務局長挨拶・閉会】

【 昼食休憩（60分） 】



1．原子力資料情報室

2022/7/30 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

2020年から寿都町と神恵内村で核廃棄物処分場選定に関する文献調査が進行している。特に寿都町では

応募の是非を問う住民投票が拒否され、NUMOが行う「対話の場」を通じた住民への懐柔策に反発する住民

も多い。しかし反対派住民の意見や苦悩が一般社会のみならず、脱原発団体にもあまり共有されていない

現状がある。それに対し、本研究は寿都町住民に対するデプスインタビューを実施し、住民の主張やNUMO

への不信の理由を明らかにする。それによりNUMOが主導する対話の場が不公正で非民主的であり、行政の

無責任さを露呈している事実を検証する。また反対派住民とともに問題の改善を考え、NUMOに対抗する住

民主導の公論形成と地域運動に役立つ知識の創造も目指す。

一方、北海道内には幌延町など核廃棄物管理政策をめぐる長い歴史があるので、寿都町のみならず、道

内の地域活動家に対するインタビューも合わせて実施する。行政に対する北海道内の積年の不満や認識構

造を明らかにし、それを幅広い脱原発団体と共有することで、核廃棄物反対の運動ネットワークの強化を

行う。これらの研究の成果は、私が委員を務める経済産業省の放射性廃棄物ワーキンググループの会合や

私が所属する原子力資料情報室の政府交渉でも生かすことが期待できる。その意味で現実の解決や変革を

目指すために、研究と実践の相互反映を行うアクションリサーチに近い手法を、本研究では採用する。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費
寿都町への旅費 8 万×3 回＝24 万

幌延町への旅費 9 万×2 回＝18 万
420 420

協力者謝礼等
寿都町住民へのインタビュー謝礼費

5 千円×10 人＝5 万円
50 50

その他
インタビューの文字起こし

日当 1 万×3 回＝3 万円
30 30

合 計 500 500

グループ名

・代表者名

原子力資料情報室

高野 聡さん

助成応募

金額
50 万円

調査研究のテーマ
NUMO による文献調査と対話の場の問題点とそれに抵抗する寿都町を

中心とした北海道民の住民運動に関する研究
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2．西舘 崇さん

2022/7/30 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

本研究は、使用済核燃料の中間貯蔵施設を巡る青森県むつ市政のあり方を住民側の立場から検討するものであ

る。対象とする期間は、同施設の受け入れが表面化した 2000年から現在までのおよそ 20年間とする。

むつ市は 2003年に国内初となる使用済核燃料の中間貯蔵施設の受け入れを表明し、2005年には市と青森県、

東京電力、日本原子力発電の四者間で「使用済燃料中間貯蔵施設に関する協定」を締結した。工事は 2010年か

ら開始され、貯蔵建屋 1棟目は 2014年に完成した。施設は未だ操業には至っていないが、市は 2019年から核燃

料税の導入を検討し始めた。

そうした中、本研究は 2000年より一貫して同施設の受け入れに反対を表明してきた市民団体「核の中間貯蔵

施設はいらない！下北の会」（代表：野坂庸子。以後、下北の会と記す）に注目する。同団体は 2000年に結成さ

れて以降、むつ市政の原子力関連政策を注視し、様々な行動、抗議運動を展開してきた。本研究では、中間貯蔵

施設に関わるむつ市政 20年の推移を「下北の会」の立場から批判的に検証することを通して、施設受け入れの

政治的プロセスを明らかにするとともに、下北の会の運動が内包する熟議民主主義的規準の具体像を浮き彫りに

することを試みる。

なお本研究は、対象とする課題の構造的、複合的なつながりやその深さなどから、短期的な成果を求めるより

も、複数年にわたって継続して調査を行いたいと考えている。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出
費 目

内 訳
支出
金額

高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・

滞在費

(1)弘前〜下北間の旅費（電車）2 往復分

=10,960 円

(2)高崎（群馬）〜下北（青森）（電車）2 往復

分=87,280 円

(3)現地レンタカー代（燃料費を入れて）1 日

9,000 円として 2 日分を 4 回分=72,000 円

(4)現地宿泊費 3 泊を 4 回分=84,000 円

255 200 55

資料費

(1）書籍・資料購入費として 30,000 円

(2）新聞データベース（電子版購読料）1 年分

1）東奥日報 2）デーリー東北 3）河北新報

114 80 34

機材・

備品費

(1)文書印刷備品（インク、紙等）20,000 円

(2)書類整理用備品（ファイル等）15,000 円
35 20 15

印刷費 資料等の印刷費 10 10

協力者

謝礼等
協力者へのお土産等の購入費 15 15

外部委

託費

(1) ヒアリングデータの文字起こし費。

10 時間分=120,000円

(2）文字起こしデータの校正費。

10 時間分=50,000 円

170 170

合 計 599 470 129

応募者名 西舘 崇さん
助成応募

金額
47 万円

調査研究のテーマ
使用済核燃料の中間貯蔵施を巡るむつ市政 20 年の展開と住民運動に

ついての研究













3．あびらの自然を守る会

2022/7/30 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

2020 年 11 月 13 日の企業が開いた町民向けの説明会で近くに産業廃棄物処分場の計画がある事、北海道の許

可がすでに出ていることを知り反対運動を始めました。

議会に「産業廃棄物処分場計画」について検討してほしいと請願を出しましたが否決。関係地域に署名活動を行

い議長と町長に提出しました。

続いて北海道に情報開示請求をして廃棄物処理施設検討会の内容を調べて北海道に公開質問状を提出しまし

た。さらに道議会議員や国会議員に働きかけ道議会や国会で取り上げてもらいました。

これら外部への働きかけと同時に町内での学習会や話す会を開催し、その都度通信を発行し町民全体に共通理

解が広がるように働きかけてきました。通信は現在 8 号まで発行。6 月 1 日に 9 号発行予定。更に今後の環境変

化の基礎データにするために 2021 年秋から季節ごとに河川の水質検査を始めました。

これまでの活動から胆振東部地震が反対運動のポイントと考えるようになりました。北海道の許可が出た後に

胆振東部地震が発生し町は 2021 年調査を実施しました。その結果地震で地盤が不安定になっていることなどか

ら「災害時の被害の懸念や対応の難しさ」を理由に 2021.11 月に業者からの河川占有許可申請を不許可にして

います。防災の観点から「事情変更の法理」の可能性を探り反対運動につなげたい。

さらに設置許可に関わった北海道の廃棄物処理施設検討会の委員の皆さんに学習会講師を依頼し来町時に現

地を見てもらい相互理解を深めたいと思います。

2022 年 4 月に行われた安平町議会議員選挙に「あびらの自然を守る会」代表の内藤圭子が 1 位当選。2 位の

方も反対派でここに町民の意思が現れた結果と感じています。自然豊かで安心して暮らせる安平町を次世代の子

供たちに引き継ぐために今年もしっかり活動していきます。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費
旅費 5000 円×5 人＝25000 円

旅費・ホテル 6 万×4 人＝24 万円
265 265

資料費 開示請求・紙・インク 5 5

機材・備品費 水質検査試薬 20 20

会議費 会場費 4000 円×8 回 32 32

印刷費 通信印刷 3 万円×7 回 210 210

協力者謝礼等 講師謝礼 9 名分 90 90

外部委託費 ファシリテーター・通信原稿委託 85 85

その他 紙・インク 7.5 7.5

合 計 715.5 500 215.5

グループ名

・代表者名

あびらの自然を守る会

内藤 圭子さん

助成応募

金額
50 万円

調査研究のテーマ
北海道庁が許可した産業廃棄物処分場計画の許可プロセスの見直しと

地域環境リスク評価に関する調査研究













4．山室 真澄さん

2022/7/30 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

欧米では人の脳への影響などから使用が禁止・制限されているネオニコチノイド系殺虫剤（以下、ネオ

ニコ）は、日本では逆に規制が緩和されている。

日本はかつて人口あたり胆嚢癌発生率が世界一高く、その原因が塩素処理で分解しない水田用除草剤CNP

が水道水に混入した為であることが指摘されて失効するまで、30年以上も使用されてきた。ネオニコもCNP

同様、浄水場での塩素消毒では分解しない。相模川を水源とする水道水のネオニコを分析した報告による

と、田植え後に降雨があった日の濃度が高くなっていた。申請者が霞ヶ浦のネオニコ濃度を分析した結果

でも、田植え直後の時期に高濃度だった。流域に水田が多い地帯やネオニコ耐性をつけた害虫が飛来する

西日本では、相模川や霞ヶ浦より高濃度の可能性がある。

そこでネオニコの高濃度の混入が推定される 12 箇所の平野下流部水道水について 5～8月の 4 ヶ月間、

毎月の採水を行い分析する。高木基金に採択された場合、上記12箇所のうち高濃度だった箇所での継続調

査に加え、ネオニコ混入が疑われる地下水を水源にしている地域の水道水も分析する。

尿からネオニコが検出される子供の脳はネオニコに汚染されていて、検出されるネオニコの種類と濃度の増加

に応じて子供に起こる異変も増加する。かなり高濃度のネオニコが検出された場合は次年度以降、尿中ネオニコ

の濃度を分析し、尿中ネオニコ濃度と人健康被害との関係を論じた既報と比較する。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

機材・備品費

返送用サンプル瓶、分析用消耗品

（固相、バイアル瓶、メタノール、

検量線のスタンダードとサロゲートな

ど）１サンプルを 3 回分析する際の

12 地点 4 ヶ月（月１回）分、着払い

返送費（レターパック、ゆうぱっく）

800 400 400

外部委託費
LC/MS/MS ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ（技術費用、

技師交通費、交換部品費）年１回
300 300

人件費 ネオ二コチノイド分析補助 400 400

運営経費 大学が徴収する間接費 300 300

合 計 1,800 1,000 800

応募者名 山室 真澄さん
助成応募

金額
100 万円

調査研究のテーマ 水道水のネオニコチノイド濃度の全国調査

















5．福島老朽原発を考える会

2022/7/30 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

我々は2017～2020年にかけて南相馬20ミリ基準撤回訴訟原告を対象者として尿検査による内部被ばく実態調

査を行った。この結果、南相馬市原町区北西部に住む住民は比較対象である西日本住民と比べ明らかに内部被

ばくをしている実態が明らかになった。しかし該当調査から既に2年以上経過している。同被検者を対象として、そ

の後の状況を明らかにする。

前回の調査の結果、特に高い値（数Bq/ℓ）を示した被験者はキノコ、山菜、イノシシ肉など食品からのものである

ことが明らかになった。一方で、比較的低濃度（1Bq/ℓ以下）で上下を繰り返す被検者が多く、これらが食品からの

摂取によるものか、大気中粉じんからの吸引によるものかは不明で課題として残っている。

そこで今回の調査では、同被検者の家屋のハウスダストをおよび、被験者が常食するコメの精密測定も同時に

行う。ハウスダストを大気中粉じんのセシウム濃度の指標値とし、コメを食品からの摂取の指標値として、低レベル

でのセシウム体内蓄積の経路を明らかにすることを試みる。

今回の尿検査においては被検者の尿中セシウム濃度ではなく、24時間尿中セシウム量（Cs24ex）を測定する。これは、

前回の調査の論文化の過程で同種の研究が海外で複数存在し、それらが Cs24exを体内セシウム蓄積量（ホールボディ

カウンタ値）と比較する際の指標値として用いられていることが判明したことによる。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費
東京～南相馬往復

3 万円×2 回程度
60 60

資料費 文献、論文など購入費 30 30

機材・備品費 200 200

検査費用

尿検査 70 名×2 回×9 千円、

コメ測定 70 検体×9 千円、

ハウスダスト測定 70 検体×6 千円

2,310 500 1,500 310

運営経費 30 30

合 計 2,630 500 1,500 630

グループ名

・代表者名

福島老朽原発を考える会（フクロウの会）

青木 一政さん

助成応募

金額
50 万円

調査研究のテーマ
福島原発事故による放射能汚染地域に住む住民の尿検査による

内部被ばく実態調査
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6．たまあじさいの会

2022/7/30 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

2021 年 3 月より試験稼働を始めた福島県田村市大越地区のバイオマス発電所は、『自然との調和、地域住民

との共生を基調として、環境負荷の低減を前提とした資源循環型社会への貢献を目指す』とされているものの、

地元住民は、このバイオマス発電所が福島県内の放射能汚染木を燃やすことで、周辺環境への放射能拡散を懸念

して、『大越町の環境を守る会』を立ち上げ反対運動や提訴をしてきた。しかし同施設の操業が押し切られる形

で始まって 1 年が経過した。田村市は市の HP にて、『通常使用されるバグフィルタと呼ばれる集塵装置に加え、

安心対策として高性能の HEPA フィルタも設置することになりました。燃料から排気、焼却灰、排水に至るま

で、周辺に放射能の影響が出ることはありません』と明言しているものの、高木基金の助成を受けて昨年 8 月

から調査により異常は明らかに見れる。本調査の目的は、同発電所の操業に起因する放射性物質の汚染の進行が

ないかを住民と協力して、執拗に徹底的にフィールドワークでの観測を行う。発電所周辺から大越地区全域にか

けて①リネン布を毎年２～３回、20 箇所ほど仕掛けて、大気中の放射性物質の浮遊を捕捉する。②地元住民が

ラジログにて随時 17 か所の空間線量の定点観測を行う③ Hot Spot Finder (HSF) にての空間線量を Google

Map 上に記録し、また風力・風速計を２箇所に設置し、大気の流れをマクロに把握して因果関係を解明する④

原子力規制庁のモニタリングポストのデータの解析。これらにより汚染が実際に生じていることの実態を科学

的、客観的に記録し証明する。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費

高速料金練馬―船引三春@6,710 円

x7 往復 (93,940）

ガソリン代 300kmx20 円

x7 往復 (84,000)

宿泊費 10,000 円 x3 名

x7 泊 (210,000)

387.94 230 157.94

資料費 20 20

機材・備品費 リネン布・旗竿 20 20

会議費 60 60

外部委託費
リネンのちくりん舎分析

40 本@9,000 円
360 250 110

運営経費 30 30

その他 測定機器・資料の宅配便 12 回 24 24

合 計 901.94 500 401.94

グループ名

・代表者名

たまあじさいの会

古澤 省吾さん

助成応募

金額
50 万円

調査研究のテーマ
田村バイオマス発電所の稼働開始による周辺への放射性物質汚染の

計測とその記録結果の拡散
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7．千葉 茂樹さん

2022/7/30 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

申請者は、2011 年 3 月の福島第一原発事故による福島県内の汚染状況を調査し、論文・学会機関紙・ネット

配信ニュース・講演会で公表してきた。これらはすべて自費で行ってきた。講演会以外は、こちらで閲覧できる。

http://www.wattandedison.com/Chiba2.html

●調査するに至った経緯

原発事故当時、申請者は「福島市渡利字岩崎町」に居住していた。申請者は居住地域の環境変化・自身の身体

変化からその重大性を感知し、「この変化を記録せねばならない。」と考えた。申請者は火山地質学が専門分野で、

放射線科学は専門外であった。このため、福島県立医科大学附属情報センターに通い、専門知識を身に着けた。

さらに、当時品薄で高騰していた放射線測定器も、何とか入手した。詳しくはこちら

http://www.geosociety.jp/faq/content0463.html ２．福島市渡利の汚染を体験して

●研究内容

申請者は、地質学の野外調査を基本に、原発事故の調査研究を行っている。具体的には、放射線測定器を携行

し、野外を徒歩で調査している。すなわち、移動しながら「空間線量率」「地表の線量率」を測定し、「各地の線

量率分布図」を作成している。さらに、「黒い土」・「楯状高放射線土」など、局部的に汚染が著しいものについ

ても記載している。

◎継続調査地域：本宮市・蓬田岳

◎調査再開地域：高柴山

◎単発調査区域：福島市渡利・高松山・弁天山・小倉寺、二本松市中心部・南部、いわき市＋古殿町＋平田村の

芝山

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費
現地までのガソリン代・高速道路料

金
300 200 100

機材・備品費

放射線測定器の修理・調整・

校正代（TCS-172B、TGS-146B）

など

900 600 300

会議費 学会発表（参加費）など 30 30

印刷費 論文印刷代など 100 100

その他
調査データ記録機材（ハード

ディスク・SSD）など
100 40 60

合 計 1,430 840 590

応募者名 千葉 茂樹さん
助成応募

金額
84 万円

調査研究のテーマ
福島第一原発事故による放射性物質の汚染

－生活圏の汚染の調査と記録－
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8．木質バイオマス発電チェック市民会議

2022/7/30 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

長野県東御市の中心市街地を望む河岸段丘上の工業団地に木質バイオマス発電所・信州ウッドパワー㈱

が建設され、2020 年 7 月 15 日稼働を開始した。 企業が 30 キロ圏内とする集材圏には福島原発事故で放

射性物質が沈着した軽井沢周辺が含まれるが、市は汚染木の燃焼の危険性を認識せずに企業誘致を行い、

市民に計画の説明を行わなかった。

市民は自主学習を始め、放射性物質を含む木材を燃焼すれば焼却灰の放射能は 200 倍にも濃縮されるこ

とや、バグフィルターをすり抜けた微小粒子状物質に付着した放射能が肺の奥深くに吸い込まれて内部被

ばくする可能性、大気の微小粒子は東御市を含む千曲川沿いの広域に流れること等を学んだ。

ばい煙に含まれる放射性物質を市民の手で測定するリネン吸着法検査を学んだ市民は、企業と市を監視

することで、予防原則に従い警告を発することができると考え、測定を始めた。

市民が目に見える形で企業と市を監視しはじめたことで市と企業は対応を迫られた。市は工業団地の地

元区の大気状態等検査を年 1 回実施して公表、企業が実施するとしていた搬入材と焼却灰の測定等は毎月

市が企業に出向いて測定し「搬入木材及び焼却灰放射能濃度測定結果」を市のホームページで公開してい

る。

木質バイオマス発電所を無計画的に推奨する FIT制度によって全国で木質バイオマス発電所建設が進む中、福

島県は燃焼による汚染木の減容化を計画している。放射能の再汚染、拡大が懸念される今、市民の手で放射能汚

染を監視する。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳
支出
金額

高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

資料費 情報資料、参考文献、印刷用紙 30 30

機材・備品費
リネン布、支柱材、発送資材コピー

代会報、総会資料、開示資料、報告
20 20

会議費 コピー代 10 10

印刷費 会報、総会資料、開示資料、報告集 200 100 50 50

外部委託費 ちくりん舎、JCF チームめとば 250 100 50 100

運営経費
会報等発送費、振込手数料、

リネン・土壌発送費
40 40

その他 報告会、学習会 100 100

合 計 650 200 100 350

グループ名

・代表者名

木質バイオマス発電チェック市民会議

川端 眞由美さん

助成応募

金額
20 万円

調査研究のテーマ 長野県東信地域の放射能汚染木燃焼による環境汚染を監視する

















9．森里海を結ぶフォーラム

2022/7/30 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

森里海が密接につながった“宝の海”から、大規模環境改変の連鎖により、つながりが分断されて瀕死の海に

至った有明海周辺では、海とともに生きてきた地域社会を崩壊に至らしめた。漁民はもとより、干拓地に入植し

た農民、諍いの町となった市民、誰も幸せにできなかった国営諫早湾干拓事業の検証が求められる。

開門と非開門の対立が深刻化した状態から協働の未来への扉をどのように開けるかが大きく問われている。本

調査研究では“ウナギの町”諫早市の未来を拓く鍵を握る存在は絶滅危惧種ニホンウナギと位置づけた。

2022年 3月 25日に下された福岡高裁での差戻審における自然科学的知見の徹底した無視、国立大学の教員で

さえ有明海問題は Untouchable な問題となってしまった既存の研究界の深刻な現実を見据え、既存の科学を超え

た新たな流れを生み出すためには、現場の問題の解決を真に求める文系と理系の融合研究、それらに市民活動が

連携する「超学際研究」、それを社会の側で支えて先導する市民科学の展開が求められる。

諫早湾締め切りから四半世紀が経過し、時代は 2030年までに自然と共生する方向へと大きく舵を切らなけれ

ば確かな未来はありえない大きな転換点期を迎えている。温暖化とともに二大地球環境問題のひとつとしての生

物多様性の劣化は私たちの死活問題である。森里海のつながりに生かされるヒトとニホンウナギは同じ運命の

“絶滅危惧種”であり、両者の協働の道を開く市民科学のモデル的展開「絶滅危惧種とともに拓く未来」構想の

基礎となる諫早湾本明川での野外調査を行い、新たな市民の会を立ち上げ、閉塞した諫早の未来への扉を開く調

査研究を提案する。

諫早湾締め切りから四半世紀が経過し、時代は 2030年までに自然と共生する方向へと大きく舵を切らなけれ

ば確かな未来はありえない大きな転換点期を迎えている。温暖化とともに二大地球環境問題のひとつとしての生

物多様性の劣化は私たちの死活問題である。森里海のつながりに生かされるヒトとニホンウナギは同じ運命の

“絶滅危惧種”であり、両者の協働の道を開く市民科学のモデル的展開「絶滅危惧種とともに拓く未来」構想の

基礎となる諫早湾本明川での野外調査を行い、新たな市民の会を立ち上げ、閉塞した諫早の未来への扉を開く調

査研究を提案する。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳
支出
金額

高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己
資金

旅費・滞在費
諫早－筑波、－東京、－長野、－

鹿児島、－福岡各 2 回（2 泊 3 日）
500 250 150 100

資料費
シンポジウムチラシ費30 千円

研究会資料費10 千円
40 40

機材・備品費 タモ網20・胴長5 100 100

会議費
打ち合わせ会議場費５千円、2 回

シンポジウム会場20 千円、1 回
30 30

印刷費
成果報告集費100 冊50 千円

ブックレット作成補助100 千円
150 50 100

協力者謝礼等
シンポジウム講師20 千円、２人

現場調査指導専門家10 千円、２人
60 60

集魚具購入費 ウナギ寝床「石倉カゴ」購入費 200 200

人件費
事務局会計担当者アルバイト費

1 日６千円、5 日
30 30

運営経費 オンライン会議関係 30 30

分析費 環境DNA 分析費500 千円 500 300 200

その他
レンタカー代6 日60 千円

試料保存ビン50 千円
110 110

合 計 1,750 1,000 550 200

グループ名

・代表者名

森里海を結ぶフォーラム

田中 克 さん

助成応募

金額
100 万円

調査研究のテーマ
絶滅危惧種ニホンウナギと共生する地域社会を拓く水生生物調査

－諫早湾本明川にウナギを呼び戻す会の立ち上げ
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10．R.I.La

2022/7/30 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

多摩川の源流部である丹波山水系の源流部定点観測地点と源流部支流最上部において、渓流魚をマーカ

ーとして河川のマイクロプラスチック汚染の状況を調査する。現在までの調査では、多摩川中流域、多摩

川上流域、多摩川源流域と調査を実施してきたが、いずれも検体として採取した魚類からマイクロプラス

チックの検出か見られた。調査前の情報では、河川のマイクロプラスチック汚染は、その原因が中流域に

致するまず再処理センターからの排水に含有する家庭の洗濯排水内の化繊(プラスチック繊維)の剥がれに

よる繊維状のプラスチックであるとされていた。中流部の水再処理センター排水口下流域の調査では、学

説通り検体として捕獲したオイカワ50匹中 49匹からマイクロプラスチックの検出を見た。その結果を受

けて翌年から水再処理センターよりも上流域並びに、魚の上下動が不可能な魚止めとしての小河内ダムの

上流域において中流域と同様に魚類をマーカーとして調査をした結果、小河内ダムよりも上流に位置する

丹波山水系においても、捕獲した全てのマーカーからマイクロプラスチックを検出する、という結果を得

た。これは多摩川の源流部を含むすべての流域に水再処理センターの排水以外の汚染源を存在することを

示唆している。また、検出されたマイクロプラスチックの形状、色、大きさなどから、当該汚染源が繊維

状のプラスチックであり、上流に行く程汚染が強くなることなどから、山間部の道路工事や河川工事など

で多く使用する土留めネットや土嚢などのプラスチック製品が汚染源として疑われる結果となった。そこ

で2022年度からは、丹波山水系の代表的地点を定点観測地点としての調査をすると共に、丹波山水系の支

流の更に源流部の人工物の無いに立ち入り、調査を実施することで、2021年までに得られた推測を実証す

るための調査を実施するものとした。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出
費 目

内 訳
支出
金額

高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己
資金

旅費・滞在費 使用する車両の燃料費（2台×12 か月×5000 円） 120 120

資料費 山岳地図、水系地図（5000 円×2 部） 10 10

機材・備品費

・検体捕獲用品（竿 3本×3 万円、仕掛け 5000 円×6

か月×2 名分、餌 3500 円×6か月×2名=19 万 2 千円）

・登山用品（ヘルメット、ロープ、カナビラ、ウエッ

トスーツ、ウェイデングシューズなど一式 6万円程度×

2 名分=12 万円）

・通信機材（トランシーバー基地局用 3 万円×3 台）

402 402

協力者謝礼等 山岳ガイド謝金（2 万円×4回分） 80 80

外部委託費
マイクロプラスチック検出検査

（50 検体×5000 円＝25 万円）
250 250

運営経費 借用車両修理代、行動食（検体捕獲時携帯食） 250 250

その他 山岳保険等（3500 円×5 名） 18 18

合 計 1,130 880 250

グループ名

・代表者名

R.I.La

尾崎 美佐子さん

助成応募

金額
88 万円

調査研究のテーマ 多摩川源流域におけるマイクロプラスチック汚染調査

















11．いわき放射能市民測定室たらちね

2022/7/30 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

2021 年 4 月 13 日、政府は関係閣僚等会議において、東京電力福島第一原発で発生し、ALPS 等によって処

理した上でタンクに貯蔵されている汚染水の海洋放出を、2023 年の春を目処に実施することを決定した。これ

を受けて東京電力は、海洋放出に向けた準備を着々と進め、2022 年 4 月には、原子力規制委員会の認可も、県

や地元自治体の了解も得ないまま、放出へ海底トンネル出口の整備工事に着手した。東京電力は地元漁業者と「関

係者の理解なしにはいかなる処分も行わない」と約束しているが、市民や漁業者が反対の声を挙げているにもか

かわらず、既成事実を積み上げて、海洋放出を強行してくる見込みだ。

海洋放出を問題視・不安視する市民は多いが、東電の多核種除去装置（ALPS）などでまったく除去ができな

いトリチウムを測定できる市民測定室は、たらちねを除いて国内には存在しない。仮に予定通り海洋放出が開始

されてしまった場合、放出前のバックグラウンドを測定できる期間は、残り１年ほどとなる。国や東電の計画通

り進んでしまえば、その後の測定は、海洋放出中の経過観察のためとなり、最終的な結果を知ることができるの

は、すべての放出が済んだ 40 年以上後のことになる。

以上を踏まえ、たらちねでは、海洋放出を推進・容認する東京電力・政府・県などから独立した測定機関とし

て、定点で海水の自由水型トリチウムのバックグラウンド調査を行っている。電解濃縮法による前処理を実施し

たことで、陸水、雨水、水蒸気、および川内原発・高浜原発近くの海水などからは、トリチウムを検出すること

ができた。一方で、2021 年度は、福島の海で、春夏秋冬 4 回の沖合調査、春秋 2 回の沿岸調査を実施したが、

採取したすべての海水が検出限界（0.14～0.17Bq/L）を下回るという貴重な結果が得られた。

海洋放出前の定点におけるバックグラウンドの値が、こうしたレベルであることを確定するため、今年度も同

様の調査を実施する。

■ 年に 4 回、用船をして、第一原発沖 1.5km の定点において、表層および低層（バンドーン式採水器による）

の採水を行い、電解濃縮の上で、液体シンチレーションカウンターによる自由水トリチウムの測定を行う。

■ 沖合調査に準じて、年 2 回、福島県沿岸の漁港および沿岸の、少なくとも南北各 4 定点、計 8 定点で採水

を行い、電解濃縮の上で、液体シンチレーションカウンターによる自由水トリチウムの測定を行う。

こうしたデータは、たらちねのホームページなどで随時報告していくとともに、いわき市や福島県漁連などに

も情報提供をしていく。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

機材・備品費
海水用のろ紙代金（４箱分）

7000 円×４（消費税別）
28 28

協力者謝礼等
海洋調査作業お手伝い謝金

30000 円×4 回（3 人×4 回）
120 120

外部委託費
海洋調査用船料

88000 円×4 回（相馬漁協）
352 352

合 計 500 500

グループ名

・代表者名

いわき放射能市民測定室たらちね

鈴木 薫さん

助成応募

金額
50 万円

調査研究のテーマ
たらちね海洋調査 ～東京電力福島第一原発周辺海域における海水の

トリチウム濃度の測定と記録～②









12．JVC 南スーダンチーム

2022/7/30 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

2011 年に独立した南スーダンは中規模の産油国として国家財政の大半を原油収入に頼っている。原油の漏出や

廃棄物の不適切な処理、内戦による施設の破壊や放棄が原因となり、大気、土壌、表層水及び地下水が広範囲に

わたって有害物質により汚染され、周辺環境や家畜、人体への影響が地元住民やメディアにより指摘されてきた。

流産・死産の増加、奇形出産の報告も多い。さらに、2019 年から 3 年間にわたり続く大規模な洪水が有害物質

を拡散させた可能性もある。南スーダン政府はこの問題を知りながらも対処を怠ってきた。紛争が続いてきた同

国で人道支援を行っている国連機関や国際 NGO も「自組織の責任範囲外」として有効な対応ができていない。

限られた NGO や独立の研究者による先行調査はあるものの、個々バラバラの研究にとどまっている。

本調査研究では、①人道支援団体として活動する当団体が油田周辺の住民に接触し汚染の影響を調査、②独自

調査（医療機関の調査や水質・土壌分析などを含む）を行っている南スーダン現地の NGO や研究者への調査費

用支援、③現地の NGO や研究者、ジャーナリストが研究成果の共有をはかる会議を開催（2 年目に実施）、の

活動を通じて汚染による住民への影響を明らかにする。成果は南スーダン国内外や日本メディアで公表、国際

NGO や国連機関と共有し、医学・化学面でのより専門的な調査や治療等の対処、南スーダン政府や石油会社に

よる補償および汚染防止策につなげる。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出
費 目

内 訳
支出
金額

高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・

滞在費

・渡航費（2 名：日本‐南スーダン往復 1 名

スーダン‐南スーダン往復 1 名）; 300 千円

・首都ジュバからユニティ州までの国連機運

賃日本人 2 名＋現地協力団体職員名；550 ド

ル×3＝1,650 ドル（215 千円）

・現地宿泊費（ユニティ州）；50 ドル×14 泊

×3 名＝2,100 ドル（273 千円）

・現地宿泊費（首都ジュバ）; 60 ドル×5 泊

×2 名＝600 ドル（78 千円）

・南スーダン入国ビザ・入国後外国人登録料;

150 ドル×2＝300 ドル（39 千円）

905 500 405

機材・

備品費
現地移動用車両レンタル料 208 208

協力者

謝礼等
現地協力団体への謝礼、通訳謝礼 109 109

外部

委託費
現地 NGO・研究者への調査費補助 500 500

人件費 現地調査の人件費 480 480

その他
・海外旅行保険料（戦争特約付保）2 名分;200

千円
200 200

合 計 2,402 500 190.2

グループ名

・代表者名

JVC 南スーダンチーム

今井 高樹さん

助成応募

金額
50 万円

調査研究のテーマ 南スーダンの石油施設による汚染の住民影響調査
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13．沖縄京都 PFAS 研究グループ

2022/7/30 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

PFOS、PFOA、PFNA などの Perfluoroalkyl substances (PFAS)への曝露と免疫機能低下との関連性を示す研

究はいくつかある。PFAS 曝露は日本人においてすでに広がっているが、免疫機能低下と血中 PFAS 濃度の関連

について日本人を対象にした研究はまだない。PFAS は地域住民の生活にとって重要な飲料水に含まれる残留性

環境汚染物質であり、健康影響を調べることは大切である。中でも、新型コロナウイルス感染症は沖縄での感染

拡大を何度も繰り返しており、この物質の関与を調査することで、直ちに曝露を減らすなどの予防対策をとる必

要性が明らかになる。今回の研究は、昨年度に行った横断研究によって得られた採血検体を用いて、新型コロナ

ウイルスワクチン接種後の中和抗体価の測定を行う。血中 PFAS 濃度は京都大学の共同研究者の施設において

現在測定されている途中である。データについては、多変量線型回帰モデル分析を行い、交絡因子を調整した上

で、PFAS 血中濃度と中和抗体価との関連を解析する。PFAS 血中濃度と免疫機能低下との関連を認めた際には、

PFAS 曝露を最小限にするための政策介入を行うよう自治体等へ働きかけを行うエビデンスとして研究結果を

活用する。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費 沖縄での研究会議：旅費：会議費 200 200

外部委託費

(測定費)

保存血清を民間検査会社へ配送して

測定：スパイクタンパク質抗 IgG 抗

体価：一検体約 2000 円を 400 人分

800 800

合 計 1,000 1,000

グループ名

・代表者名

沖縄京都 PFAS 研究グループ

徳田 安春さん

助成応募

金額
100 万円

調査研究のテーマ
沖縄県の人々における血中の残留性有機汚染物質 perfluoroalkyl

substances (PFAS)濃度と SARS-CoV2 ワクチン中和抗体価との負の関連
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PFOA 178 0.34 1.19 1.87 2.50 5.83 1.98 1.05
PFNA 178 0.40 0.93 1.32 1.86 4.66 1.46 0.76
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【調査研究の概要】

2020 年 10 月 18 日に調布市で起こった、東京外環道トンネル工事に伴う陥没事故を機に、周辺地域では被害と

補償をめぐって、さらには今後の工事の継続をめぐって、事業者（国土交通省、NEXCO 東日本、NEXCO 中

日本）が、これまでに住民が納得できる調査や情報提供を行ってこなかったことからくる様々な問題が噴出して

いる。2021 年の高木基金の助成を受けて、市民科学研究室が被害者住民らと共同で「外環振動・低周波音調査

会」を立ち上げ、地盤・地質、振動・騒音、そして環境センシングの分野の専門家の協力を取り付けつつ、まず、

振動・低周波音被害の実態調査を実施した。その結果をふまえて、シールドマシンによる掘進が進行・再開され

ているエリア（外環道の練馬エリア、横浜環状南線エリアなど）を含めて、地下工事から発生する振動を常時モ

ニタリングする必要を痛感し、簡易な振動計（既存の振動加速度センサーのアプリケーションを改良して中古

iPhone に装備したもの）を、個々の住宅に設置して、Wi-Fi を用いてデータを自動記録するシステムを開発し

た。さらに、建物に生じた損壊について、事業者はトンネル直上とその周辺のみ限定して個別に補修するという

対応しか行っていないが、これでは建物被害の全貌は把握できない。そこで調査会では 4 月から 1 件 1 件を巡

りながらその損壊の状態を記録していく活動に着手した。今後、リニア中央新幹線を含めて大深度地下工事で発

生する恐れのある、振動・低周波音に起因する種々の被害を防ぐためには、各エリアの住民が連携をとりつつ、

事業者らにこうした調査を行わせるよう主導しなければならないが、本調査はその必要性と具体的手法を科学的

データによって明示するものとなる。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費
現地と市民研事務所の往復40 回

専門図書館・専門家訪問など10 回

1,000☓2☓50＝100,000

100 50 50

資料費 論文、専門書籍など20 点 20 20

機材・備品費
中古iPhone 購入及びデータ管理

10,000☓10（台）＋50,000
150 150

会議費
オンラインサービス使用料20,000

調布市等喫茶店等利用20,000
40 40

印刷費
集会・記者会見資料、報告書

（出版は別途、出版社と交渉）
40 40

協力者

謝礼等

専門家ヒアリング謝礼5 名

5,000☓5＝25,000
25 25

人件費
月30 時間☓1 人(データ収集と

検討) 1,000☓1☓30☓12
360 300 60

運営経費 報告会開催会場費広報費用など 40 40

その他 通信費・郵送費 30 30

合 計 805 500 305

グループ名

・代表者名

外環振動・低周波音調査会

上田 昌文さん

助成応募

金額
50 万円

調査研究のテーマ
外環道大深度工事で発生した振動・騒音・低周波音による被害の

実態把握とそれへの対策に関する調査

















(ご参考：高木仁三郎市民科学基金 役員・事務局一覧)

● 理事会

代表理事 河合 弘之 弁護士、さくら共同法律事務所 所長

代表理事 高木 久仁子

理事 鈴木 譲 元 東京大学大学院農学生命科学研究科 教授

理事 竹本 徳子 元 国際 NGO ナチュラル・ステップ・ジャパン 代表

理事 永田 浩三 ジャーナリスト、武蔵大学社会学部 教授

理事 平川 秀幸 大阪大学 CO デザイン・センター 教授

理事 藤井 石根 明治大学 名誉教授

理事 細川 弘明 京都精華大学名誉教授、原子力市民委員会 事務局長

理事 吉森 弘子 元 生活協同組合パルシステム東京 理事長

理事 菅波 完 高木基金 事務局長

理事 村上 正子 原子力市民委員会 事務局次長

監事 中下 裕子 弁護士、ダイオキシン環境ホルモン対策国民会議 代表理事

監事 濱口 博史 弁護士、濱口博史弁護士事務所

● 選考委員 (五十音順)

安藤 直子 氏 東洋大学理工学部応用化学科 教授

佐藤 秀樹 氏 江戸川大学社会学部 専任講師

関 礼子 氏 立教大学社会学部現代文化学科 教授

玉山 ともよ 氏 有機農業、丹波篠山市原子力災害対策検討委員

寺田 良一 氏 明治大学文学部心理社会学科 教授

原田 泰 氏 特定非営利活動法人霞ヶ浦アカデミー 理事

● 顧問（順不同）

小野 有五 氏 高木基金 2002～2007 年度 選考委員

北星学園大学経済学部教授、北海道大学名誉教授

長谷川 公一 氏 高木基金 2006～2011 年度 選考委員

尚絅学院大学大学院特任教授､東北大学名誉教授

大沼 淳一 氏 高木基金 2007～2012 年度 選考委員

元 愛知県環境調査センター 主任研究員

藤原 寿和 氏 高木基金 2007～2012 年度 選考委員

化学物質問題市民研究会代表

貴田 晶子 氏 高木基金 2012～2015 年度 選考委員

高木基金 愛媛大学農学部環境計測学研究室 客員教授

福山 真劫 氏 高木基金 2003 年 2 月～2016 年 5 月 理事

フォーラム平和・人権・環境 代表

堺 信幸 氏 高木基金 2001 年 9 月～2015 年 6 月 理事、2015 年 6 月～

2019 年 6 月 監事 元岩波書店 編集者

上田 昌文 氏 高木基金 2013 年度～2018 年度 選考委員

特定非営利活動法人市民科学研究室 代表

大久保 規子 氏 高木基金 2013 年度～2018 年度 選考委員

大阪大学大学院法学研究科 教授

嶋津 暉之 氏 2005 年 12 月～2022 年 5 月 高木基金理事

水源開発問題全国連絡会 共同代表

小澤 祥司 氏 環境ジャーナリスト、飯舘村放射能エコロジー研究会 共同世話人

2015 年度～2020 年度 高木基金選考委員

● 事務局

菅波 完 事務局長、国内担当プログラムオフィサー

村上 正子 アジア担当プログラムオフィサー、原子力市民委員会 事務局次長

白井 聡子 アジア担当プログラムオフィサー

山本 恭子 総務・経理担当



高木基金の助成金は、会員や寄付者の皆様からのご支援に

支えられています。ぜひ高木基金の会員になって、将来の

「市民科学者」を応援して下さい。

維持会員会費 年間 10,000 円

賛助会員会費 年間 3,000 円

ご寄付の金額は、おいくらでも結構です。

会費・寄付の振込口座（郵便振替）

口座番号 00140-6-603393

加入者名 高木仁三郎市民科学基金

※ 銀行からの送金の場合

ゆうちょ銀行 ０１９店 当座 0603393

高木基金は、東京都の承認を受けた認定 NPO 法人です。

高木基金へのご支援（維持会費・賛助会費・寄付）は、

寄附金控除等の税制優遇の対象となります。
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